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（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

国民健康保険 歳出 1 1 1 1 保険年金課 総務管理 1 32,805 0

〃 〃 1 1 1 2 保険年金課 医療費適正化特別対策 1 15,373 0

〃 〃 1 1 1 3 保険年金課 賦課徴収 2 24,251 0

〃 〃 1 1 1 4 保険年金課 運営協議会 2 590 0

〃 〃 1 1 1 5 保険年金課 事務費共同事業拠出金 3 5 5

〃 〃 1 1 1 6 保険年金課 財政調整基金積立金 3 30,110 30,000

〃 〃 1 1 1 7 保険年金課 被保険者還付金等 4 3,520 3,520

〃 〃 1 1 1 8 保険年金課 国県等償還金 4 60,000 60,000

〃 〃 2 1 1 1 保険年金課 一般被保険者療養給付費 5 3,038,298 0

〃 〃 2 1 1 2 保険年金課 退職被保険者等療養給付費 5 40,650 0

〃 〃 2 1 1 3 保険年金課 一般被保険者療養費 6 8,423 0

〃 〃 2 1 1 4 保険年金課 退職被保険者等療養費 6 83 0

〃 〃 2 1 1 5 保険年金課 審査支払手数料 7 12,096 76

〃 〃 2 1 2 1 保険年金課 一般被保険者高額療養費 7 458,398 0

〃 〃 2 1 2 2 保険年金課 退職被保険者等高額療養費 8 7,076 0

〃 〃 2 1 2 3 保険年金課 一般被保険者高額介護合算療養費 8 300 0

〃 〃 2 1 2 4 保険年金課 退職被保険者等高額介護合算療養費 9 100 0

〃 〃 2 1 3 1 保険年金課 一般被保険者移送費 9 10 0

〃 〃 2 1 3 2 保険年金課 退職被保険者等移送費 9 10 0

〃 〃 2 1 4 1 保険年金課 出産育児一時金 10 16,800 5,180

〃 〃 2 1 4 2 保険年金課 出産育児一時金審査支払手数料 10 9 9

〃 〃 2 1 5 1 保険年金課 葬祭費 11 2,000 2,000

〃 〃 3 1 1 1 保険年金課 一般被保険者医療給付費分 11 953,615 667,476

〃 〃 3 1 1 2 保険年金課 退職被保険者等医療給付費分 12 10,401 10,401

〃 〃 3 1 1 3 保険年金課 一般被保険者後期高齢者支援金等分 12 269,891 194,651

〃 〃 3 1 1 4 保険年金課 退職被保険者等後期高齢者支援金等分 13 3,588 3,588

〃 〃 3 1 1 5 保険年金課 介護納付金分 13 98,912 73,110

〃 〃 4 1 1 1 保険年金課 【一部新規】保健事業費 14 12,618 3,618

〃 〃 4 1 1 2 保険年金課 人間ドック 14 6,264 6,264

〃 〃 4 1 1 3 保険年金課 脳ドック 15 3,709 3,709

〃 〃 4 1 1 5 保険年金課 特定健康診査等事業 15 20,485 12,513

〃 〃 5 1 1 1 保険年金課 予備費 16 22,843 22,843

合計 5,153,233 1,098,963

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　1>>



担 当 課 施 策

事 業 名 8

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

58,644 0

担 当 課 施 策

事 業 名 8

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

17,768 0

事業の目的・意図

　国民健康保険事業運営に要する総括的な事務を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

11節　需用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,445千円
・被保険者証等の印刷ほか
12節　役務費
・被保険者証等郵送料等　　　　　　　　　　　　　2,679千円
・被保険者証封入封緘アウトソーシング  　　　　  1,976千円
・電算共同処理、レセプト電算処理等手数料等　　　8,730千円
13節　委託料
・改修委託料（制度改正等対応）　　　　　　　　　1,000千円
19節　負担金
・鳥取県国民健康保険連合会負担金　　　　　　　　9,639千円
21節　貸付金
・高額医療費等貸付金等　　　　　　　　　　　　　6,336千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】証明手数料                               4千円
          高額療養費貸付金収入 　　　　　　　　6,000千円
　　　　　出産費貸付金収入　　　 　　　　　　　　336千円
          一般会計繰入金                      26,465千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

32,805 32,805

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

総務管理 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

医療費適正化特別対策 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

15,373 4,000 11,373

【県】　　特別交付金　　　4,000千円
【その他】一般会計繰入金 11,373千円

１節　非常勤職員報酬
・レセプト点検員（２名）　　　　　　　　　　　 　　　　3,333千円
４節　共済費
・非常勤職員、臨時職員社会保険料　　　　　　　　　　　   841千円
７節　賃金
・臨時職員事務賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,851千円
８節　報償費
・健康優良表彰記念品　　　　　　　　　　　　　　　　　　 392千円
11節　需用費
・事務消耗品、医療費通知等　　　　　　　　　　　　　　　 819千円
12節　役務費
・医療費通知郵送料等　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,379千円
13節　委託料
・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ差額通知委託料　　　　　　　　　　　　　　　　3,888千円
・結核精神疾患報告書作成委託料　　　　　　　　　　　　 1,296千円
14節　使用料及び賃借料
・コピー機使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   574千円

事業の目的・意図

　医療費の適正化を図るための事業を行う。
　レセプト点検員の雇用、医療費通知・ジェネリック医薬品差額通知の実施　ほか

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　2>>



担 当 課 施 策

事 業 名 8

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

26,726 0

担 当 課 施 策

事 業 名 8

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

379 0

事業の目的・意図

　国民健康保険事業運営に関する重要事項の審議を行うための国保運営協議会を開催する。

事業の概要（積算根拠　等）

　協議会委員16名　年５回開催予定

１節　国保運営協議会委員報酬　　　400千円
９節　委員旅費　　　　　　　　　　　9千円
11節　需用費　　　　　　　　　　　 41千円
12節　役務費（郵送料等）　　　　　140千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】一般会計繰入金　590千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

590 590

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

運営協議会 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

賦課徴収

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

24,251 24,251

事業の目的・意図

　国民健康保険料の賦課・徴収に係る事務を行う。
　臨時職員の雇用、納付通知、督促、催告、資格、賦課システム等に係る経費。

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】督促手数料　　　　504千円
          一般会計繰入金 23,746千円
          滞納処分費          1千円

４節　共済費
・臨時職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　308千円
７節　賃金
・臨時職員事務賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　1,851千円
11節　需用費
・事務消耗品、納付通知書、督促状、封筒等印刷等　　　1,352千円
12節　役務費
・納付通知書・督促状等郵送料等　　　　　　　　　　　3,115千円
・公金取扱手数料(金融機関・コンビニ)等　　　　　　　2,926千円
13節　委託料
・システム改修委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円
19節　負担金
・中部ふるさと広域連合負担金　　　　　　　　　　　 14,099千円
・日本ﾏﾙﾁﾍﾟｲﾒﾝﾄﾈｯﾄﾜｰｸ推進協議会負担金　　　　　　　 　100千円

2
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担 当 課 施 策

事 業 名 9

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

5 5

担 当 課 施 策

事 業 名 9

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

76 30,000

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

事務費共同事業拠出金 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

5

事業の目的・意図

　県内の共通的な事務を国保連合会において行うための事業。
　国保連合会において年金受給者情報をとりまとめ、各市町村に情報提供する経費を拠出する。

事業の概要（積算根拠　等）

19節　負担金
・共同事業事務費拠出金
　年金受給者一覧表作成事務　5千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

財政調整基金積立金 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

30,110 110

事業の目的・意図

　国民健康保険財政調整基金への基金積立及び、運用利子を積み立てる。

事業の概要（積算根拠　等）

25節　積立金
・財政調整基金積立金（繰替運用利子分）　 110千円
・基金積立　　　　　　　　　　　　　　30,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】財産運用収入
　　　　　基金利子 366,000千円×0.03％×365/365≒110千円

3
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担 当 課 施 策

事 業 名 9

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

5,520 3,520

担 当 課 施 策

事 業 名 9

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1 60,000

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

国県等償還金 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

60,000

事業の目的・意図

　前年度国県等負担金・補助金・交付金等について、精算に基づき返還を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

23節　償還金
・療養給付費等負担金返還金ほか　60,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

被保険者還付金等 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,520

事業の目的・意図

　過年度国保料に係る還付金、還付加算金を支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

23節　還付金
・一般被保険者保険料還付金　 　　3,000千円
・退職被保険者等保険料還付金　　   300千円
・一般被保険者等保険料還付加算金　 200千円
・退職被保険者等保険料還付加算金　　20千円

主な特定財源（名称、金額　等）

4
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担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

3,086,400 0

担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

69,658 0

事業の目的・意図

　退職被保険者等に係る診療報酬を支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

　医療費から被保険者一部負担金を除いた保険者負担分の経費

19節　負担金
・退職被保険者等診療報酬
　前年度一人あたり見込み診療報酬×対前年比見込み伸び率×平均見込み被保険者数
　＝　224,646円 × 1.034 ×175人　≒　 40,650千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　　普通交付金　　　　　　     40,320千円
【その他】退職被保険者等第三者納付金　　300千円
　　　　　退職被保険者等返納金　　　　　 30千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

40,650 40,320 330

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

退職被保険者等療養給付費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 療養諸費

事業の目的・意図

　一般被保険者に係る診療報酬を支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

　医療費から被保険者一部負担金を除いた保険者負担分の経費

19節　負担金
・一般被保険者診療報酬
　前年度一人あたり見込み診療報酬×対前年比見込み伸び率×平均見込み被保険者数
　＝　265,150円 × 1.034 × 11,082人　≒ 3,038,298千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　　普通交付金　　　　　　   3,033,698千円
【その他】一般被保険者第三者納付金     3,000千円
　　　　　一般被保険者返納金　　　     1,600千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,038,298 3,033,698 4,600

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

一般被保険者療養給付費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 療養諸費

5
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担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

8,055 0

担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

239 0

事業の目的・意図

　退職被保険者等に係る療養費の現金給付を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

　保険を使用せず医療費を全額自己負担したときや、治療上必要な補装具等を購入したときの保険者負担分の経
費
　
19節　負担金
・退職被保険者等療養費現金給付
　前年度一人あたり見込み療養費×対前年比見込み伸び率×平均見込み被保険者数
　＝　454円 × 1.034 × 175人　≒ 83千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　　普通交付金    　　　　 83千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

83 83

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

退職被保険者等療養費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 療養諸費

事業の目的・意図

　一般被保険者に係る療養費の現金給付を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

　保険を使用せず医療費を全額自己負担したときや、治療上必要な補装具等を購入したときの保険者負担分の経
費

19節　負担金
・一般被保険者療養費現金給付
　前年度一人あたり見込み療養費×対前年比見込み伸び率×平均見込み被保険者数
　＝　735円 × 1.034 × 11,082人　≒　 8,423千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　　普通交付金    　　　　   8,333千円
【その他】一般被保険者返納金　　　　  90千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

8,423 8,333 90

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

一般被保険者療養費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 療養諸費

6

<<通番号　7>>



担 当 課 施 策

事 業 名 9

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

10,812 76

担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

473,397 0

事業の目的・意図

　一般被保険者に係る高額療養費の給付を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

　被保険者の所得に応じた自己負担限度額を超えた部分（高額療養費）に相当する額の経費の給付

19節　負担金
・一般被保険者高額療養費
　前年度一人あたり見込み高額療養費×対前年比見込み伸び率×平均見込み被保険者数
　＝　40,004円 × 1.034 × 11,082人　≒ 458,398千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　普通交付金　　458,398千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

458,398 458,398

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

一般被保険者高額療養費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 高額療養費

事業の目的・意図

　診療報酬等審査に要する経費を国保連合会へ支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

12節　役務費
・診療報酬審査、療養費審査支払手数料
　63円/件 × 16,000件 × 12月 ＝　12,096千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　普通交付金　　12,020千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

12,096 12,020

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

審査支払手数料 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 療養諸費

7

<<通番号　8>>



担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

12,327 0

担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

300 0

事業の目的・意図

　一般被保険者に係る高額医療・高額介護合算療養費の給付を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

　１年間分の介護保険及び医療保険の自己負担額を合算し、基準額を超えた部分に相当する額の給付（介護保
険・医療保険で按分）

19節　負担金
・一般被保険者高額介護合算療養費（医療分）   300千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　普通交付金　　300千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

300 300

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

一般被保険者高額介護合算療養費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 高額療養費

事業の目的・意図

　退職被保険者等に係る高額療養費の給付を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

　被保険者の所得に応じた自己負担限度額を超えた部分（高額療養費）に相当する額の経費の給付

19節　負担金
・退職被保険者等高額療養費
　前年度一人あたり見込み高額療養費×対前年比見込み伸び率×平均見込み被保険者数
　＝　39,102円 × 1.034 × 175人　≒  7,076千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　普通交付金　　7,076千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

7,076 7,076

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

退職被保険者等高額療養費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 高額療養費
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<<通番号　9>>



担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

100 0

担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

20 0

事業の目的・意図

　医療行為として必要な移送に要した費用を支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

19節　負担金
・一般被保険者移送費　　5千円×2件＝10千円
・退職被保険者等移送費　5千円×2件＝10千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　　普通交付金    　　　　   20千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

20 20

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

移送費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 移送費

事業の目的・意図

　退職被保険者等に係る高額医療・高額介護合算療養費の給付を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

　１年間分の介護保険及び医療保険の自己負担額を合算し、基準額を超えた部分に相当する額の給付（介護保
険・医療保険で按分）

19節　負担金
・退職被保険者等高額介護合算療養費（医療分）   100千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　普通交付金　　100千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

100 100

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

退職被保険者等高額介護合算療養費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 高額療養費
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<<通番号　10>>



担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 4

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

13,860 5,180

担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 4

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 9

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

出産育児一時金審査支払手数料 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 出産育児諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

9

事業の目的・意図

　出産育児一時金に要する審査手数料を支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

12節　役務費
・出産育児一時金事務手数料　210円×40人＝8,400円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

出産育児一時金 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 出産育児諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

16,800 11,620

事業の目的・意図

　被保険者の出産に要する経済的負担を軽減するため、出産育児一時金を支給する。

事業の概要（積算根拠　等）

　出産育児一時金の支給　420千円／件（加算：産科医療補償制度に係る出産の場合）
　出産育児一時金404千円＋加算16千円＝420千円/件

19節　負担金
・出産育児一時金　420千円×40件＝16,800千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】一般会計繰入金　　 11,200千円
　　　　　一般被保険者返納金　　420千円
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<<通番号　11>>



担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 2 項 1 目 5

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,400 2,000

担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 667,476

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

葬祭費 予算説明書ページ

保険給付費 保険給付費 葬祭諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,000

事業の目的・意図

　被保険者が死亡したとき、葬祭を行った者に対し葬祭費を支給する。

事業の概要（積算根拠　等）

　葬祭費の支給　20千円/件

19節　負担金
・葬祭費　20千円×100人＝2,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

一般被保険者医療給付費分 予算説明書ページ

国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

953,615 286,139

事業の目的・意図

　医療給付費に係る納付金（一般被保険者分）を県に支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

19節　負担金
・国保事業費納付金（一般被保険者医療分）　953,615千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】一般会計繰入金　　 286,139千円
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<<通番号　12>>



担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 10,401

担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 194,651

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

退職被保険者等医療給付費分 予算説明書ページ

国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

10,401

事業の目的・意図

　医療給付費に係る納付金（退職被保険者分）を県に支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

19節　負担金
・国保事業費納付金（退職被保険者医療分）　10,401千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

一般被保険者後期高齢者支援金等分 予算説明書ページ

国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

269,891 75,240

事業の目的・意図

　後期高齢者支援金等に係る納付金（一般被保険者分）を県に支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

19節　負担金
・国保事業費納付金（一般被保険者支援金分）　269,891千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】一般会計繰入金　　 75,240千円
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<<通番号　13>>



担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 3,588

担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 73,110

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

退職被保険者等後期高齢者支援金等分 予算説明書ページ

国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,588

事業の目的・意図

　後期高齢者支援金等に係る納付金（退職被保険者分）を県に支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

19節　負担金
・国保事業費納付金（退職被保険者支援金分）　3,588千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

介護納付金分 予算説明書ページ

国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金 国民健康保険事業費納付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

98,912 25,802

事業の目的・意図

　国保加入者で介護保険第２号被保険者分の介護保険料に係る納付金を県に支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

19節　負担金
・国保事業費納付金（介護分）　98,912千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】一般会計繰入金　　 25,802千円
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<<通番号　14>>



担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 4 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

3,720 3,618

担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 4 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

6,590 6,264

保険年金課 13 一人ひとりのライフサイクルに応じた健康づくりを進める　

保健事業費 予算説明書ページ

保健事業費 保健事業費 保健事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

12,618 9,000

事業の目的・意図

　被保険者の健康増進を図るためデータヘルス計画等に基づく保健事業を実施する。
　・糖尿病性腎症重症化予防事業
　・保健師の訪問等による保健指導
　・食生活改善推進事業
　・特定健診受診率向上のための受診勧奨

事業の概要（積算根拠　等）

１節　非常勤職員報酬
・保健師、看護師　　　                    　　　　 3,838千円
４節　共済費
・保健師、看護師 社会保険料　　　　　　　　  　　　　615千円
11節　需用費                                 　　 　 143千円
・事務消耗品、ガソリン代等
12節　役務費
・健診受診勧奨通知郵送料　　　　　　　　　　 　　　　 82千円
・保健事業支援システム手数料               　　　　　519千円
13節　委託料
・食生活改善推進事業委託料　　　　　　　    　　　　 904千円
・医療費分析及び事業計画書作成委託料       　　　　2,322千円
・【新規】糖尿病性腎症重症化予防事業委託料         4,195千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　　特別交付金　 　　9,000千円

保険年金課 13 一人ひとりのライフサイクルに応じた健康づくりを進める　

人間ドック 予算説明書ページ

保健事業費 保健事業費 保健事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

6,264

事業の目的・意図

　国保被保険者を対象にがんや生活習慣病などについての総合的な健診を行い、疾病の早期発見、早期治療につ
なげる。

事業の概要（積算根拠　等）

11節　需用費
・消耗品費、申込書等印刷　　　　　 140千円
13節　委託料
・人間ドック検査委託料　400人分　6,124千円

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　15>>



担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 4 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

3,784 3,709

担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 4 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

17,453 12,513

保険年金課 13 一人ひとりのライフサイクルに応じた健康づくりを進める　

脳ドック 予算説明書ページ

保健事業費 保健事業費 保健事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,709

事業の目的・意図

　40歳以上70歳未満の国保被保険者を対象に、脳動脈瘤・脳梗塞や初期の認知症等についての健診を行い、疾病
の早期発見、早期治療につなげる。

事業の概要（積算根拠　等）

11節　需用費
・申込書等印刷　　　　　 　　　   40千円
13節　委託料
・脳ドック検査委託料　150人分　3,669千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険年金課 13 一人ひとりのライフサイクルに応じた健康づくりを進める　

特定健康診査等事業 予算説明書ページ

保健事業費 保健事業費 保健事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

20,485 7,972

事業の目的・意図

　40歳以上の国保被保険者を対象に、心臓病・糖尿病などの生活習慣病の予防改善を目的としたメタボリックシ
ンドローム（内臓脂肪症候群）についての健診を行うとともに、健診結果で改善が必要という結果となった方を
対象に医師・保健師等による保健指導を実施し、疾病の早期発見、早期治療につなげる。

事業の概要（積算根拠　等）

８節　報償費
・看護師派遣       　　　　　　　　　　　　　　 282千円
11節　需用費
・事務用品、指導用チラシ、受診券印刷等 　　　　 339千円
12節　役務費
・受診券等郵送料　　　　　　　　　　　　　　　　856千円
・健診費用決済手数料等   　　　 　　　　　　　1,408千円
13節　委託料
・特定健康診査委託料（集団・個別）2,100人分  16,774千円
・特定保健指導委託料　　　　　　　68人分　　　　754千円
14節　会場借上料
・健診会場借上　　　　　　　　　　　　　　　　　 72千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】　特別交付金　　7,972千円

15

<<通番号　16>>



担 当 課 施 策

事 業 名 13

会計・予算科目 会計 国民健康保険 款 5 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

24,025 22,843

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

予備費 予算説明書ページ

予備費 予備費 予備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

22,843

事業の目的・意図

　予備費

事業の概要（積算根拠　等）

29節　予備費　22,843千円

主な特定財源（名称、金額　等）

16

<<通番号　17>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

介護保険 歳出 1 1 1 1 長寿社会課 一般管理費 1 7,737 0

〃 〃 1 1 2 1 長寿社会課 国保連合会負担金 1 2,340 0

〃 〃 1 2 1 1 長寿社会課 賦課徴収費 2 3,455 0

〃 〃 1 3 1 1 長寿社会課 介護認定審査会費 2 9,627 0

〃 〃 1 3 2 1 長寿社会課 認定調査等費 3 29,498 0

〃 〃 1 4 1 1 長寿社会課 いきいき長寿社会推進協議会費 3 130 0

〃 〃 1 5 1 1 長寿社会課 【一部新規】趣旨普及費 4 939 0

〃 〃 2 1 1 1 長寿社会課 居宅介護サービス給付費 4 1,647,100 336,414

〃 〃 2 1 1 2 長寿社会課 地域密着型介護サービス給付費 5 1,029,660 216,022

〃 〃 2 1 1 3 長寿社会課 施設介護サービス給付費 5 1,644,062 344,924

〃 〃 2 1 1 4 長寿社会課 居宅介護福祉用具購入給付費 6 3,352 704

〃 〃 2 1 1 5 長寿社会課 居宅介護住宅改修給付費 6 8,879 1,863

〃 〃 2 1 1 6 長寿社会課 居宅介護サービス計画給付費 7 190,288 39,922

〃 〃 2 2 1 1 長寿社会課 介護予防サービス給付費 7 157,486 33,040

〃 〃 2 2 1 2 長寿社会課 地域密着型介護予防サービス給付費 8 13,698 2,874

〃 〃 2 2 1 3 長寿社会課 介護予防福祉用具購入給付費 8 4,083 857

〃 〃 2 2 1 4 長寿社会課 介護予防住宅改修給付費 9 9,035 1,897

〃 〃 2 2 1 5 長寿社会課 介護予防サービス計画給付費 9 34,533 7,244

〃 〃 2 3 1 1 長寿社会課 審査支払手数料 10 8,353 1,753

〃 〃 2 4 1 1 長寿社会課 高額介護サービス費 10 137,219 28,789

〃 〃 2 4 1 2 長寿社会課 高額医療合算介護サービス費 11 9,487 1,990

〃 〃 2 5 1 1 長寿社会課 特定入所者介護サービス費 11 158,745 33,305

〃 〃 3 1 1 2 長寿社会課 一般介護予防事業費 12 21,847 4,971

〃 〃 3 1 1 3 長寿社会課 介護予防・生活支援サービス事業費 12 119,112 27,396

〃 〃 3 1 1 4 長寿社会課 審査支払手数料 13 91 21

〃 〃 3 2 1 1 長寿社会課 【一部新規】包括的支援事業費 13 99,071 21,795

〃 〃 3 2 1 5 長寿社会課 【一部新規】任意事業費 14 28,980 4,443

〃 〃 4 1 1 1 長寿社会課 財政調整基金積立金 14 7,212 7,168

〃 〃 5 1 1 1 長寿社会課 第１号被保険者保険料還付金 15 700 700

〃 〃 5 1 2 1 長寿社会課 償還金 15 26,454 26,454

〃 〃 6 1 1 1 長寿社会課 予備費 16 1,000 1,000

合計 5,414,173 1,145,546

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　18>>



担 当 課 施 策

事 業 名 24

会計・予算科目 会計 介護保険 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

3,396 1,000 0

担 当 課 施 策

事 業 名 24

会計・予算科目 会計 介護保険 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,340 0

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 一般管理費

一般管理費

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 国保連合会負担金

国保連合会負担金

【国】介護保険事業費補助金 1,000千円（国庫補助所要額の１／２）
【その他】一般会計繰入金　6,737千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

7,737 6,737

事業の目的・意図

介護保険事業に係る一般的な事務を円滑に実施する。

事業の概要（積算根拠　等）

介護保険事業に係る一般事務
・介護保険システム保守料　　　　　　　　1,815千円
・【新規】介護保険システム改修委託料　　5,223千円
・消耗品費ほか　　　　　　　　　　　　　　699千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】一般会計繰入金　2,340千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,340 2,340

事業の目的・意図

介護給付に係る事務のうち、各保険者が単独で実施するよりも共同で行うことにより効率化が図られる事務につ
いて国保連合会に委託し、事務の効率化を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

・共同処理手数料（高額介護サービス費審査支払、主治医意見書料支払い事務等）　2,340千円

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　19>>



担 当 課 施 策

事 業 名 24

会計・予算科目 会計 介護保険 款 1 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

3,346 0

担 当 課 施 策

事 業 名 24

会計・予算科目 会計 介護保険 款 1 項 3 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

10,344 0

主な特定財源（名称、金額　等）

事業の目的・意図

第１号被保険者保険料の賦課及び徴収を適正に実施する。

事業の概要（積算根拠　等）

保険料額決定通知書等の印刷製本費等、納入通知書等の通信運搬費等
・印刷製本費（普通徴収納入通知書、保険料額決定通知書ほか）　　516千円
・通信運搬費（保険料額通知書等郵送料ほか）　            　　1,959千円
・手数料（口座振替手数料、コンビニ収納サービスほか）　　　　　550千円
・消耗品費ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　430千円

本年度予算額
（千円）

県 地方債 その他

【その他】一般会計繰入金　3,455千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

事業の目的・意図

要介護認定事務のうち、認定審査会に係る事務を広域連合で実施することにより、二次判定の公平性を担保する
とともに各市町村間での事務の効率化を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

・中部ふるさと広域連合負担金（認定審査会運営負担金）　　9,627千円

総務費 介護認定審査会費

本年度予算額
（千円）

県 地方債 その他

介護認定審査会費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

賦課徴収費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 徴収費 賦課徴収費

予算額の
財源内訳

3,455 3,455

【その他】一般会計繰入金　9,627千円

介護認定審査会費

予算額の
財源内訳

9,627 9,627

主な特定財源（名称、金額　等）

2

<<通番号　20>>



担 当 課 施 策

事 業 名 24

会計・予算科目 会計 介護保険 款 1 項 3 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

29,158 0

担 当 課 施 策

事 業 名 25

会計・予算科目 会計 介護保険 款 1 項 4 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

455 0

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

認定調査費等 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 介護認定審査会費 認定調査等費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

29,498 29,498

【その他】一般会計繰入金　29,498千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

いきいき長寿社会推進協議会費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

要介護認定事務を円滑かつ適正に実施する。

事業の概要（積算根拠　等）

・非常勤嘱託職員報酬（認定調査員５人）                          9,456千円
・非常勤嘱託職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,822千円
・事務賃金　　　　要介護認定事務補助職員１人　　　　            1,851千円
・手数料　　　　　認定審査ソフト保守料、主治医意見書料ほか　　 13,603千円
・訪問調査委託料　調査委託料　　                                1,588千円
・自動車借上料（H26導入分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 291千円
・消耗品費ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　887千円

主な特定財源（名称、金額　等）

総務費 いきいき長寿社会推進協議会費 いきいき長寿社会推進協議会費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

130 130

【その他】一般会計繰入金　130千円

事業の目的・意図

介護保険制度運営において、広く意見を聞くことが法的に位置づけられていることから「いきいき長寿社会推進
協議会」を設置し、高齢者施策全般はもとより介護保険事業計画策定委員会等の機能を当協議会に付与し、制度
の円滑な運営を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

・報償金（推進協議会委員）　130千円
　　5,000円×13人×2回

主な特定財源（名称、金額　等）

3

<<通番号　21>>



担 当 課 施 策

事 業 名 25

会計・予算科目 会計 介護保険 款 1 項 5 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,102 0

担 当 課 施 策

事 業 名 25

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,678,742 441,752 336,414

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

【一部新規】趣旨普及費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 趣旨普及費 趣旨普及費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

939 939

【その他】一般会計繰入金　939千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

居宅介護サービス給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

第７期介護保険事業計画策定に伴い、介護保険制度に対する理解・啓発・周知を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

・【一部新規】印刷製本費（パンフレット）　　　939千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 介護サービス等諸費 介護サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,647,100 209,182 659,752

【国】　負担金　326,125千円、調整交付金　115,627千円
【県】　負担金　209,182千円
【その他】一般会計繰入金 215,033千円、２号被保険者保険料 444,719千円

事業の目的・意図

要介護者が指定居宅サービス事業者から受けた居宅介護サービスに対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第42条）

事業の概要（積算根拠　等）

・居宅介護サービス給付費　　1,647,100千円

　居宅サービス（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介
護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸
与）に要する費用の8～9割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）

4

<<通番号　22>>



担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

845,012 278,214 216,022

担 当 課 施 策

事 業 名 25

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,617,175 362,022 344,924

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

地域密着型介護サービス給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

保険給付費 介護サービス等諸費 介護サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,029,660 128,708 406,716

【国】　負担金　205,932千円、調整交付金　72,282千円
【県】　負担金　128,708千円
【その他】一般会計繰入金　128,708千円、２号被保険者保険料　278,008千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

施設介護サービス給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

要介護者が指定地域密着型サービス事業者から受けた地域密着型介護サービスに対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第42条の2）

事業の概要（積算根拠　等）

・地域密着型介護サービス給付費　　1,029,660千円

　地域密着型サービス（夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型
共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設）に要する費用の8～9割を支
給

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 介護サービス等諸費 介護サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,644,062 287,711 649,405

【国】　負担金　246,609千円、調整交付金　115,413千円
【県】　負担金　287,711千円
【その他】一般会計繰入金 205,508千円、２号被保険者保険料 443,897千円

事業の目的・意図

要介護者が介護保険施設から受けた施設介護サービスに対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第48条）

事業の概要（積算根拠　等）

・施設介護サービス給付費　　1,644,062千円

　施設介護サービス（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設）に要する費用の8～9割を支
給

主な特定財源（名称、金額　等）

5

<<通番号　23>>



担 当 課 施 策

事 業 名 25

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,636 905 704

担 当 課 施 策

事 業 名 25

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

10,140 2,399 1,863

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

居宅介護福祉用具購入給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

保険給付費 介護サービス費諸費 介護サービス費諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,352 419 1,324

【国】　負担金　670千円、調整交付金　235千円
【県】　負担金　419千円
【その他】一般会計繰入金　419千円、２号被保険者保険料　905千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

居宅介護住宅改修給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

要介護者が指定福祉用具販売事業者から購入した特定福祉用具の費用に対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第44条）

事業の概要（積算根拠　等）

・居宅介護福祉用具購入費    3,352千円

　特定福祉用具（福祉用具のうち入浴又は排泄の用に供するもの、その他厚生労働大臣が定めるもの）の購入に
要する費用の8～9割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 介護サービス等諸費 介護サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

8,879 1,110 3,507

【国】　負担金　1,776千円、調整交付金　623千円
【県】　負担金　1,110千円
【その他】一般会計繰入金 1,110千円、２号被保険者保険料 2,397千円

事業の目的・意図

要介護者が手すりの取り付け等の住宅改修を行った費用に対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第45条）

事業の概要（積算根拠　等）

・居宅介護住宅改修費　　8,879千円

　住宅改修（手すりの取り付け、段差解消、便器の取替え等厚生労働大臣が定める種類の住宅の改修）に要する
費用の8～9割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　24>>



担 当 課 施 策

事 業 名 25

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

188,685 51,416 39,922

担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

161,093 42,238 33,040

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

居宅介護サービス計画給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

保険給付費 介護サービス費諸費 介護サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

190,288 23,786 75,164

【国】　負担金　38,058千円、調整交付金　13,358千円
【県】　負担金　23,786千円
【その他】一般会計繰入金　23,786千円、２号被保険者保険料　51,378千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

介護予防サービス給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

要介護者が指定居宅介護支援事業者から受けた指定居宅介護支援（ケアプラン作成等）に対する保険給付を行
う。
（法定給付：介護保険法第46条）

事業の概要（積算根拠　等）

・居宅介護サービス計画給付費　　190,288千円

　居宅介護支援に要する費用の10割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

157,486 20,001 62,207

【国】　負担金　31,182千円、調整交付金　11,056千円
【県】　負担金　20,001千円
【その他】一般会計繰入金 19,686千円、２号被保険者保険料 42,521千円

事業の目的・意図

要支援者が指定介護予防サービス事業者から受けた介護予防サービスに対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第53条）

事業の概要（積算根拠　等）

・介護予防サービス給付費　　157,486千円

　介護予防サービス（介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防
居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介
護、介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与）に要する費用の8～9割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　25>>



担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

12,048 3,702 2,874

担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,575 1,104 857

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

地域密着型介護予防サービス給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

13,698 1,712 5,410

【国】　負担金　2,740千円、調整交付金　962千円
【県】　負担金　1,712千円
【その他】一般会計繰入金　1,712千円、２号被保険者保険料　3,698千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

介護予防福祉用具購入給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

要支援者が指定地域密着型介護予防サービス事業者から受けた地域密着型介護予防サービスに対する保険給付を
行う。
（法定給付：介護保険法第54条の2）

事業の概要（積算根拠　等）

・地域密着型介護予防サービス給付費　　13,698千円

　地域密着型介護予防サービス（介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防
認知症対応型共同生活介護）に要する費用の8～9割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

4,083 510 1,612

【国】　負担金　817千円、調整交付金　287千円
【県】　負担金　510千円
【その他】一般会計繰入金 510千円、２号被保険者保険料 1,102千円

事業の目的・意図

要支援者が指定介護予防福祉用具販売事業者から購入した特定介護予防福祉用具の費用に対する保険給付を行
う。
（法定給付：介護保険法第56条）

事業の概要（積算根拠　等）

・介護予防福祉用具購入費　　4,083千円

　特定介護予防福祉用具（福祉用具のうち入浴又は排泄の用に供するものその他厚生労働大臣が定めるもの）の
購入に要する費用の8～9割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　26>>



担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

10,420 2,441 1,897

担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

23,661 9,331 7,244

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

介護予防住宅改修給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

9,035 1,129 3,568

【国】　負担金　1,807千円、調整交付金　634千円
【県】　負担金　1,129千円
【その他】一般会計繰入金　1,129千円、２号被保険者保険料　2,439千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

介護予防サービス計画給付費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

要支援者が手すりの取り付け等の住宅改修を行った費用に対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第57条）

事業の概要（積算根拠　等）

・介護予防住宅改修費　　9,035千円

　介護予防住宅改修（手すりの取り付け、段差解消、便器の取替え等厚生労働大臣が定める種類の住宅の改修）
に要する費用の8～9割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 介護予防サービス等諸費 介護予防サービス等諸費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

34,533 4,317 13,641

【国】　負担金　6,907千円、調整交付金　2,424千円
【県】　負担金　4,317千円
【その他】一般会計繰入金 4,317千円、２号被保険者保険料 9,324千円

事業の目的・意図

要支援者が指定介護予防支援事業者から受けた介護予防支援（ケアプラン作成等）に対する保険給付を行う。
（法定給付：介護保険法第58条）

事業の概要（積算根拠　等）

・介護予防サービス計画給付費    34,533千円

　介護予防支援に要する費用の10割を支給

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　27>>



担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 3 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

6,945 2,257 1,753

担 当 課 施 策

事 業 名 27

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 4 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

95,593 37,077 28,789

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

審査支払手数料 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

保険給付費 その他諸費 審査支払手数料

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

8,353 1,044 3,299

【国】　負担金　1,671千円、調整交付金　586千円
【県】　負担金　1,044千円
【その他】一般会計繰入金　1,044千円、２号被保険者保険料　2,255千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

高額介護サービス費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

介護保険法第41条第10項他の規定に基づき、介護給付費等の審査及び支払事務を鳥取県国民健康保険団体連合会
に委託し、請求内容を適正に審査し、各事業者に支払いを行う。

事業の概要（積算根拠　等）

・審査支払手数料    8,353千円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 高額介護サービス等費 高額介護サービス費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

137,219 17,152 54,201

【国】　負担金　27,443千円、調整交付金　9,634千円
【県】　負担金　17,152千円
【その他】一般会計繰入金 17,152千円、２号被保険者保険料 37,049千円

事業の目的・意図

所得が低い者等の負担を軽減するため、世帯全員の住民税課税状況に基づく利用者負担の上限額を超えた額を高
額介護サービス費として支給する。
（法定給付：介護保険法第51条）

事業の概要（積算根拠　等）

・高額介護サービス費　　137,219千円

　利用者負担上限額
　　１　老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税又は生活保護の受給者：　 15,000円
　　２　住民税非課税世帯で課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下： 15,000円
　　３　住民税非課税世帯で課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円超：　 24,600円
　　４　一　般：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 37,200円
　　５　現役並み所得者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 44,400円

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　28>>



担 当 課 施 策

事 業 名 26

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 4 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

12,380 2,563 1,990

担 当 課 施 策

事 業 名 27

会計・予算科目 会計 介護保険 款 2 項 5 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

175,297 35,670 33,305

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

高額医療合算介護サービス費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

保険給付費 高額介護サービス等費 高額介護サービス費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

9,487 1,186 3,748

【国】　負担金　1,897千円、調整交付金　666千円
【県】　負担金　1,186千円
【その他】一般会計繰入金　1,186円、２号被保険者保険料　2,562千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

特定入所者介護サービス費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

介護保険と医療保険を利用した時の自己負担額が年間で高額になった時、それらを合算して年額で限度額を設
け、限度額を超えた分について支給する。
（法定給付：介護保険法第51条の2）

事業の概要（積算根拠　等）

・高額医療合算介護サービス費　　9,487千円

　        [70歳未満]　　　　　　　　   [70～74歳]　　　　　　[後期医療制度で医療を受けている人]
　上位所得者　　  126万円　　　現役並み所得者　　67万円　　　      　　　67万円
　一般　　　　　　 67万円　　　一般　　　　　　　56万円　　　　　　      56万円
　住民税非課税　　 34万円　　　低所得者Ⅱ　　　　31万円　　　　　　      31万円
　　　　　　　　　　　　　　   低所得者Ⅰ　　　　19万円　　　　　　      19万円

主な特定財源（名称、金額　等）

保険給付費 特定入所者介護サービス等費 特定入所者介護サービス費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

158,745 27,066 62,704

【国】　負担金　24,526千円、調整交付金　11,144千円
【県】　負担金　27,066千円
【その他】一般会計繰入金 19,843千円、２号被保険者保険料 42,861千円

事業の目的・意図

施設サービスを利用している者の居住費・食費は施設との契約により決定されるものであるが、所得の低い者に
ついては、所得区分に応じて設定された上限額を上回る額を特定入所者介護サービス費として支給する。
（法定給付：介護保険法第51条の3）

事業の概要（積算根拠　等）

・特定入所者介護サービス費　　158,745千円

　所得区分
　　１　老齢福祉年金受給者であって住民税非課税世帯
　　２　住民税非課税世帯で課税年金収入額と合計所得の合計が80万円以下
　　３　住民税非課税世帯で課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円超

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　29>>



担 当 課 施 策

事 業 名 27

会計・予算科目 会計 介護保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

21,741 5,401 4,971

担 当 課 施 策

事 業 名 28

会計・予算科目 会計 介護保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

138,184 29,778 27,396

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

一般介護予防事業費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

地域支援事業費 介護予防・日常生活支援総合事業費 介護予防・日常生活支援総合事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

21,847 2,701 8,774

【国】　地域支援事業交付金　5,401千円
【県】　地域支援事業交付金　2,701千円
【その他】一般会計繰入金　2,701千円、２号被保険者保険料　5,833千円、通所介護手数料　240千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

介護予防・生活支援サービス事業費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されるような地域社会の構築を目指し、健康教育、健康相談等の取り
組みを通じて介護予防に関する知識の普及・啓発を行い、介護予防の活動の育成・支援を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

・非常勤嘱託職員報酬　　　　                  　　　5,674千円
・非常勤嘱託職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　1,216千円
・事務賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,851千円
・なごもう会在宅看護師報償金　　　　　　　　　　　　2,250千円
・地域リハビリテーション活動支援事業報奨金　　　　　　200千円
・介護支援ボランティア報奨金　　　　　　　　　　　　　500千円
・介護支援ボランティア事業委託料　　　　 　　　 　　1,882千円
・介護予防教室事業委託料　　　　　　　　　　　  　　5,000千円
・特定高齢者通所事業委託料　　　　　　　　　　　　　　840千円
・消耗品費ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,434千円

主な特定財源（名称、金額　等）

地域支援事業費 介護予防・日常生活支援総合事業費 介護予防・日常生活支援総合事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

119,112 14,889 47,049

【国】　地域支援事業交付金　29,778千円
【県】　地域支援事業交付金　14,889千円
【その他】一般会計繰入金　14,889千円、２号被保険者保険料　32,160千円

事業の目的・意図

H29.4月から、「介護予防訪問介護」と「介護予防通所介護」が、介護保険サービスの予防給付から、市町村が
実施する介護予防事業（総合事業）へ移行となる。（法定給付：介護保険法第115条の45）

事業の概要（積算根拠　等）

・介護予防ケアマネジメント業務委託料　　 14,577千円
・介護予防・生活支援サービス事業費　　　104,535千円

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　30>>



担 当 課 施 策

事 業 名 27

会計・予算科目 会計 介護保険 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 23 21

担 当 課 施 策

事 業 名 28

会計・予算科目 会計 介護保険 款 3 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

71,591 38,638 21,795

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

審査支払手数料 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

地域支援事業費 介護予防・日常生活支援総合事業費 介護予防・日常生活支援総合事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

91 11 36

【国】　地域支援事業交付金　23千円
【県】　地域支援事業交付金　11千円
【その他】一般会計繰入金　11千円、２号被保険者保険料　25千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

【一部新規】包括的支援事業費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

介護保険法第115条の45の３の５の規定に基づき、介護予防・日常生活支援総合事業支給費の審査及び支払事務
を鳥取県国民健康保険団体連合会に委託し、請求内容を適正に審査し、各事業者に支払いを行う。

事業の概要（積算根拠　等）

・審査支払手数料　　　91千円

主な特定財源（名称、金額　等）

地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 包括的支援事業・任意事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

99,071 19,319 19,319

【国】　地域支援事業交付金　38,638千円
【県】　地域支援事業交付金　19,319千円
【その他】一般会計繰入金　　　19,319千円

事業の目的・意図

　高齢者が住みなれた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう、介護予防ケアマネジ
メント業務、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント業務等の地域包括支援事業を
行う。
　認知症でも地域で生活できるよう認知症地域支援推進員による相談支援等を行う。
　生活支援コーディネーターや協議体の設置を通じて、地域における高齢者のニーズとボランティア等とのマッ
チングを行うことにより、生活支援の充実を推進する。

事業の概要（積算根拠　等）

・非常勤嘱託職員報酬（認知症地域支援推進員２人）        　 3,838千円
・非常勤嘱託職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　 　615千円
・【新規】認知症初期集中支援チーム構成員謝金　　　　　　　　 384千円
・【新規】倉吉市地域包括ケア会議構成員謝金　　　　　　　　　　72千円
・認知症スキルアップ講座報奨金　　　　　　　　　　　　　　　　16千円
・認知症地域支援推進員研修等旅費　　　　　　　　　　　　　　 264千円
・認知症絵本教室事業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　 455千円
・包括的支援事業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　  70,990千円
・認知症予防事業委託料          　　　　　　               1,000千円
・【新規】生活支援体制整備事業委託料　　　　　　　　　　　21,221千円
・消耗品費ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 216千円

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　31>>



担 当 課 施 策

事 業 名 28

会計・予算科目 会計 介護保険 款 3 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

26,118 7,919 4,443

担 当 課 施 策

事 業 名 29

会計・予算科目 会計 介護保険 款 4 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

44 7,168

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

【一部新規】任意事業費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 包括的支援事業・任意事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

28,980 3,959 12,659

【国】　地域支援事業交付金　7,919千円
【県】　地域支援事業交付金　3,959千円
【その他】一般会計繰入金　3,959千円、配食サービス手数料　8,700千円

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

財政調整基金積立金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするため、介護保険事
業の運営を図るとともに、被保険者及び要介護被保険者を現に介護するもの等に対し、必要な支援を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

・非常勤嘱託職員報酬（介護相談員、介護給付費用等適正化業務調査員）　4,704千円
・【新規】非常勤嘱託職員報酬（介護保険ケアプラン点検員）　　　　　　1,918千円
・非常勤嘱託職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　615千円
・成年後見制度利用支援事業報償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,827千円
・介護相談員派遣事業活動旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　192千円
・成年後見人支援事業鑑定料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100千円
・配食サービス事業委託料　                    　 　　　　　　　　　15,660千円
・家族介護用品購入助成費　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　2,250千円
・消耗品ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　814千円

主な特定財源（名称、金額　等）

基金積立金 基金積立金 財政調整基金積立金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

7,212 44

【その他】基金利子　44千円

事業の目的・意図

介護保険給付事業から生じる剰余金及び特例交付金を積み立て、被保険者の負担の軽減や将来の給付事業財源を
確保する。

事業の概要（積算根拠　等）

・財政調整基金積立金（基金利子）　　　 44千円
・第１号被保険者保険料剰余金　　　　7,168千円

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　32>>



担 当 課 施 策

事 業 名 29

会計・予算科目 会計 介護保険 款 5 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

700 700

担 当 課 施 策

事 業 名 29

会計・予算科目 会計 介護保険 款 5 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

13,000 26,454

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

第１号被保険者保険料還付金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

諸支出金 償還金及び還付加算金 第１号被保険者保険料還付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

700

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

償還金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

第１号被保険者の過年度収納分に係る介護保険料について、賦課更生に伴い生じる過誤納金の還付を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

・第１号被保険者保険料還付金　　700千円

主な特定財源（名称、金額　等）

諸支出金 償還金及び還付加算金 償還金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

26,454

事業の目的・意図

介護給付費に対する国庫負担金、県費負担金及び第２号被保険者保険料分の交付金に係る前年度交付額の精算に
伴い発生する超過額を返還する。

事業の概要（積算根拠　等）

・還付金　　26,454千円

　　国庫負担金　介護給付費負担金返還金　19,736千円
　　県負担金　　介護給付費負担金返還金　 　537千円
　　介護納付金　介護給付費交付金返還金　 6,181千円

主な特定財源（名称、金額　等）

15
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担 当 課 施 策

事 業 名 29

会計・予算科目 会計 介護保険 款 6 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,000 1,000

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

予備費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

会計年度の途中において予定外の支出や予算額を超過した支出へ対応する。

事業の概要（積算根拠　等）

・予備費　　1,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

予備費 予備費 予備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,000
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<<通番号　34>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

後期高齢者 歳出 1 1 1 1 保険年金課 一般管理費 1 9,124 0

〃 〃 1 2 1 1 保険年金課 徴収費 1 2,099 0

〃 〃 2 1 1 1 保険年金課 後期高齢者医療広域連合納付金 2 566,693 0

〃 〃 3 1 1 1 保険年金課 特定健康診査等事業費 2 9,867 0

〃 〃 3 2 1 1 保険年金課 重複・頻回受診者訪問指導事業 3 116 0

〃 〃 4 1 1 1 保険年金課 還付加算金 3 30 0

〃 〃 4 1 2 1 保険年金課 保険料還付金 3 600 0

〃 〃 5 1 1 1 保険年金課 予備費 4 2,503 2,503

合計 591,032 2,503

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　35>>



担 当 課 施 策

事 業 名 36

会計・予算科目 会計 後期高齢者 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

5,461 2,700 0

担 当 課 施 策

事 業 名 36

会計・予算科目 会計 後期高齢者 款 1 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,032 0

事業の目的・意図

　後期高齢者医療制度の被保険者資格管理等を行う。
　・後期高齢者医療制度システムの保守
　・被保険者証等の送付　ほか

事業の概要（積算根拠　等）

11節　需用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　165千円
12節　役務費
・保険証、給付関係通知等郵送料 　　　　　　　　 　　2,663千円
・後期高齢システム保守手数料 180千円×1.08×12月＝　2,333千円
13節　委託料
・システム改修委託料　　　　　　　　　　　　　　　　3,000千円
18節　備品購入費
・標準システム用パソコン更新　　　　　　　　　　　　　963千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】    高齢者医療制度円滑運営事業費補助金  2,700千円
【その他】一般会計繰入金　                    6,424千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

9,124 6,424

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

一般管理費 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

徴収費 予算説明書ページ

総務費 徴収費 徴収費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,099 2,099

【その他】一般会計繰入金　2,023千円
　　　　　督促手数料　　　　 76千円

11節　需用費
・納付書・督促状等印刷　　　　　　 493千円
12節　役務費
・賦課決定通知・納付書等郵送料　 1,266千円
・公金取扱手数料ほか手数料         340千円

事業の目的・意図

　後期高齢者医療保険料の賦課・徴収に係る事務を行う。
　・未申告者等の所得照会          ・賦課決定通知書の送付
　・納付書、督促状、催告書の送付  ・公金取扱手数料の支払い　ほか

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

1
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担 当 課 施 策

事 業 名 36

会計・予算科目 会計 後期高齢者 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

550,888 0

担 当 課 施 策

事 業 名 36

会計・予算科目 会計 後期高齢者 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

4,850 0

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

予算説明書ページ

後期高齢者医療
広域連合納付金

後期高齢者医療
広域連合納付金

後期高齢者医療広域
連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

566,693 566,693

事業の目的・意図

　鳥取県後期高齢者広域連合への負担金を納付する。
　・保険料（特別徴収、普通徴収）・保険基盤安定事業分・延滞金

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】後期高齢者医療保険料　　　　　　413,473千円
　　　　　一般会計繰入金（保険基盤安定分）153,210千円
　　　　　延滞金　　　　　　　　　　　　　　　 10千円

19節　後期高齢者医療広域連合納付金
・後期高齢者医療保険料（特別徴収 現年度分）　　262,921千円
・後期高齢者医療保険料（普通徴収 現年度分）　　148,553千円
・後期高齢者医療保険料（普通徴収分 滞納繰越分）　1,999千円
・保険基盤安定分　　　　　　　　　　　　　　 　153,210千円
・延滞金分                                     　 　10千円

保険年金課 13 一人ひとりのライフサイクルに応じた健康づくりを進める

予算説明書ページ

保健事業費 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費

特定健康診査等事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

9,867 9,867

事業の目的・意図

　鳥取県後期高齢者医療広域連合からの委託を受け、後期高齢者医療被保険者に対する健康診査を行い、疾病の
早期発見・早期治療につなげる。

事業の概要（積算根拠　等）

11節　需用費　　　　　　　　　　　　　　 　46千円
12節　役務費　　　　　　　　　　　　　　  952千円
13節　委託料
・健康診査委託料(集団・個別) 1,200人分　8,869千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】健康診査等受託収入　8,890千円
　　　　　一般会計繰入金　　　  977千円

2
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担 当 課 施 策

事 業 名 37

会計・予算科目 会計 後期高齢者 款 3 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

116 0

担 当 課 施 策

事 業 名 37
会計・予算科目 会計 後期高齢者 款 4 項 1 目

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

630 0

事業の目的・意図

　過年度過誤保険料の還付金、還付加算金を支払う。

事業の概要（積算根拠　等）

23節
・保険料還付加算金　       30千円
・過年度過誤保険料還付金  600千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】保険料還付加算金　30千円
　　　　　保険料還付金     600千円

本年度予算額
（千円）

予算額の
財源内訳

県 地方債 その他

630 630

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

還付加算金・保険料還付金 予算説明書ページ

諸支出金 償還金及び還付加算金

事業の目的・意図

　鳥取県後期高齢者医療広域連合からの委託を受け、同じ病気で複数の医療機関を受診している被保険者等を対
象に訪問指導を行い、健康の保持増進、医療費の適正化を目指す。

事業の概要（積算根拠　等）

８節　報償費
・訪問指導員（保健師）報償金　6,350円×12回≒ 77千円
11節　需用費
・事務用消耗品費・公用車燃料費　　　　　　　　39千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】重複・頻回受診者訪問指導事業受託収入　116千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

116 116

保険年金課 13 一人ひとりのライフサイクルに応じた健康づくりを進める

重複・頻回受診者訪問指導事業 予算説明書ページ

保健事業費
重複・頻回受診
者訪問指導事業

重複・頻回受診者訪
問指導事業

3
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担 当 課 施 策

事 業 名 37

会計・予算科目 会計 後期高齢者 款 5 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,503 2,503

事業の目的・意図

　予備費

事業の概要（積算根拠　等）

29節　予備費　2,503千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円）

予算額の
財源内訳

県 地方債 その他

2,503

保険年金課 12 社会保障制度を適正に運用する

予備費 予算説明書ページ

予備費 予備費 予備費

4
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（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

簡易水道 歳出 1 1 1 1 業務課 衛生管理 1 7,736 7,736

〃 〃 1 2 1 1 業務課 総務管理 1 47,574 467

〃 〃 1 2 1 2 業務課 料金賦課徴収事務 2 3,971 2,418

〃 〃 1 2 1 3 業務課 満了量水器取替 2 3,181 2,359

〃 〃 1 2 1 4 業務課 配給水管維持管理 3 4,543 4,003

〃 〃 1 2 1 5 業務課 水源地・配水池維持管理 3 18,692 18,692

〃 〃 2 1 1 1 業務課 久米簡易水道整備 4 3,554 556

〃 〃 2 1 1 2 業務課 【新規】富海簡易水道整備 4 24,058 58

〃 〃 2 1 1 7 業務課 関金簡易水道整備 5 3,992 592

〃 〃 3 1 - - 業務課 公債費（元金、利子） 5 88,738 42,686

〃 〃 4 1 1 1 業務課 予備費 6 1,000 1,000

合計 207,039 80,567

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　40>>



担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

7,899 7,736

担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 1 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

72,372 467

【その他】　受託事業収入　下水道使用料等徴収事務　　 　3,343千円
　　　　　　　集落排水事業特別会計より　　　1,939千円
　　　　　　　下水道事業特別会計より        1,404千円
　　　　　　一般会計繰入金その他繰入金（衛生費より）　43,764千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

47,574 47,107

事業の目的・意図

・厚生労働省の指針「新水道ビジョン」による「安全」「強靭」「持続」に取組む。
・簡易水道事業を円滑に行うための総務事務、事務処理負担金（水道事業会計へ）
・総務省が推奨している「経営戦略」の作成

事業の概要（積算根拠　等）

４節　共済費：308千円
７節　賃金：1,851千円
９節　旅費：65千円
11節　非常用飲用水袋等：155千円
12節　役務費：84千円
19節　事務処理負担金等：42,533千円
23節　水道料金過年度還付金：85千円
27節　消費税及び地方消費税：2,493千円

主な特定財源（名称、金額　等）

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

維持管理費 施設管理費 管理費

総務管理

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

7,736

事業の目的・意図

・法令で義務付けられた水質検査を行い（水道法第20条）、安全な水を供給するため衛生管理を行う。
・滅菌処理のための薬品等の購入
・簡易水道７区域の水質検査の検査機関への委託
・水質検査のための採水等の衛生管理負担金（水道事業会計へ）

事業の概要（積算根拠　等）

11節　消毒剤、試薬等：496千円
12節　水質検査料：5,375千円
19節　衛生管理負担金：1,865千円

主な特定財源（名称、金額　等）

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

維持管理費 衛生管理費 管理費

衛生管理

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

1
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担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 1 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,948 2,418

担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 1 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,491 2,359

維持管理費 施設管理費 管理費

主な特定財源（名称、金額　等）

事業の目的・意図

・簡易水道事業の安定的財源を確保するため、使用料等の賦課徴収を行う。
・滞納者に対して、より一層の賦課徴収効果を上げるため、電話等による督促を強化し、財源の確保及び完納者
との公平性の確保を目指す。
・下水道及び集落排水施設使用料は水道の使用水量を賦課算定に使用するため、受任して一元的に賦課徴収を行
う。
・水道料金システム使用・保守・改修に係る負担金（水道事業会計へ）

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

満了量水器取替 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

【その他】　受託事業収入　下水道使用料等徴収事務　　1,553千円
　　　　　　　集落排水事業特別会計より　901千円
　　　　　　　下水道事業特別会計より　　652千円

事業の概要（積算根拠　等）

11節　納入通知書等の印刷費等：152千円
12節　郵便料等：1,160千円
13節　量水器検針業務委託料：1,203千円
14節　公用車借上料：217千円
19節　水道料金システム負担金：1,239千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】　受託事業収入　下水道使用料等徴収事務　　822千円
　　　　　　　集落排水事業特別会計より　477千円
　　　　　　　下水道事業特別会計より　　345千円

事業の目的・意図

・計量法に基づき購入から８年経過までに宅地内の量水器（水道メーター）の取替えを行う。
・量水器の購入と修理（満了量水器を1回のみ修理して再利用可能）
・満了量水器の取替えの委託

事業の概要（積算根拠　等）

11節　量水器の購入・修理：844千円
13節　満了量水器委託料：2,337千円

予算額の
財源内訳

3,181 822

本年度予算額
（千円）

県 地方債 その他

本年度予算額
（千円）

県 地方債 その他

維持管理費 施設管理費 管理費

予算額の
財源内訳

3,971 1,553

　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

料金賦課徴収事務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

水道局
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担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 1 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

4,216 4,003

担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 1 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

18,826 18,692

事業の目的・意図

・安定的な水の供給を行うため、水源地、配水池の維持管理を行う。
・流量計と減圧弁の修繕

事業の概要（積算根拠　等）

11節　電気使用料、水源地及び配水池設備修繕料：8,871千円
12節　簡易水道施設草刈業務等：1,128千円
14節　土地借上料等：294千円
16節　富海簡易水道の原水費：1,476千円
19節　施設管理負担金：6,923千円

主な特定財源（名称、金額　等）

維持管理費 施設管理費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

18,692

【その他】一般会計繰入金　消防設備費繰入金（消防費より）　　540千円

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

水源地・配水池維持管理 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

・ロスのない安定的な水の供給を行うため、また、公道等の安全を確保するため、配水管から宅地内の量水器ま
での漏水の修繕等を行う。
・配給水管及び消火栓の修繕
・配給水管修繕に伴う公道の路面復旧

事業の概要（積算根拠　等）

11節　公道修理路面復旧費、消火栓修繕等：1,896千円
12節　役務費：141千円
14節　公道修理機械借上料：1,356千円
16節　公道修理用工事材料費：1,150千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

4,543 540

配給水管維持管理 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

維持管理費 施設管理費 管理費

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

3
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担 当 課 施 策

事 業 名 44

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

11,621 556

担 当 課 施 策

事 業 名 44

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

58

【地方債】簡易水道整備事業債
　　　　　　（工事費2,100千円＋設計監督料126千円）×充当率100％≒2,200千円
【その他】一般会計繰入金　消防設備整備費繰入金（消防費より）　798千円

事業の目的・意図

・安定的な水の供給を行うため、老朽化した配水管及び施設等の整備を行う。
・前年度に更新工事を行った路線の舗装復旧を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

15節　管布設工事（布設替え）　　【起債対象外】
　　　　　移設工事（県・市）　　　    500千円
　　　舗装復旧工事（前年度施工分）【起債対象】
　　　　　杉野　　　　　　　　 　 　2,100千円
　　　消火栓工事
　　　　　新設　１ヶ所　予備　　　　　756千円
19節　設計監理負担金（水道事業へ）　　156千円
　　　消火栓工事新設予備の設計監督料　 42千円

主な特定財源（名称、金額　等）

改良事業費 改良事業費 施設整備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,554 2,200 798

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

久米簡易水道整備 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

【新規】富海簡易水道整備 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

改良事業費 改良事業費 施設整備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

24,058 24,000

事業の目的・意図

・富海簡易水道水源地からの給水を中止し、上水から富海簡易水道全区域へ分水する対策を行い恒常的な安全を
図る。
・富海簡易水道受水槽設置に伴う用地取得
・将来上水道へ統合するための老朽管更新

事業の概要（積算根拠　等）

13節　富海簡易水道受水槽設置に伴う用地測量業務【起債対象】　　104千円
　　　富海簡易水道受水槽設置に伴う用地取得業務【起債対象】　　 44千円
　　　分筆登記・所有権移転登記業務
15節　富海配水管布設工事【起債対象】
　　　　ポリエチレン管1,000ｍ×22,000円/ｍ　　　　　　　　 22,000千円
        仕切弁　　　　10ヶ×190,000円/ヶ　　　　　　　　　　1,900千円
17節　富海簡易水道受水槽設置に伴う用地購入費【起債対象】　　　 10千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【地方債】簡易水道整備事業債
　　　　　　　委託料148千円＋土地購入費10千円×充当率100％≒100千円
　　　　　　　工事費23,900千円×充当率100％≒23,900千円

4

<<通番号　44>>



担 当 課 施 策

事 業 名 44

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

20,437 592

担 当 課 施 策

事 業 名 45

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 3 項 1 目

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

96,245 42,686

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

関金簡易水道整備 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

改良事業費 改良事業費 施設整備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,992 3,400

事業の目的・意図

・安定的な水の供給を行うため、老朽化した配水管及び施設等の整備を行う。
・水道管の耐震化及び消火栓の放水能力を上げるため、鋳鉄管φ100に布設替する。
・前年度に更新工事を行った路線の舗装復旧を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

15節　管布設工事（布設替え）【起債対象】
　　　　　関金宿　50ｍ　　　　　　　　　　2,100千円
　　　　　　　　　　　　　　【起債対象外】
　　　　　移設工事（県・市）　　　　　　　　500千円
　　　舗装復旧工事（前年度施工分）【起債対象】
　　　　　関金宿　　　　　　　　　　　　　1,392千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【地方債】簡易水道整備事業債
　　　　　　工事費3,492千円×充当率100％≒3,400千円

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

公債費（元金、利子） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

公債費 公債費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

88,738 46,052

事業の目的・意図

・簡易水道整備に係る長期借入金の元金・利子の支払い

事業の概要（積算根拠　等）

23節　　　　　　　　　　　　　　　　　元金　　　　　　　　　　　　　利子
　　1.久米簡易水道　　　　　　     24,328,182円　　　　　　　　　7,272,652円
　　2.富海簡易水道　　　　　　　　　1,381,000円　　　　　　　　　　351,301円
　　3.服部簡易水道　　　　　　　　　　574,998円　　　　　　　　　　 77,236円
　　4.大河内簡易水道　　　　　　　　1,915,953円　　　　　　　　　  346,569円
　　5.今在家簡易水道　　　　　　　　3,019,443円　　　　　　　　　　495,825円
　　6.岩倉簡易水道　　　　　　　            0円　　　　　　　　　　　　600円
　　7.関金簡易水道　　　　　　　　 38,102,114円　　　　　   　　 7,934,286円
　　8.地方公営企業法適用事業　      2,884,924円　　　　　　    　　 51,831円
　　　　合計　　　　　　　　　　　 72,206,614円　　        　　 16,530,300円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】一般会計繰入金　その他繰入金（衛生費より）　46,052千円

5

<<通番号　45>>



担 当 課 施 策

事 業 名 45

会計・予算科目 会計 簡易水道 款 4 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,000 1,000

水道局 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

予備費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

・想定外の予算執行に対応するための経費

事業の概要（積算根拠　等）

29節　予備費：1,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

予備費 予備費 予備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,000

6

<<通番号　46>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

温泉配湯 歳出 1 1 1 1 関金支所 施設管理 1 9,067 9,057

〃 〃 2 1 1 1 関金支所 予備費 1 100 100

合計 9,167 9,157

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　47>>



担 当 課 施 策

事 業 名 51

会計・予算科目 会計 温泉配湯 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

9,066 9,057

担 当 課 施 策

事 業 名 51

会計・予算科目 会計 温泉配湯 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

100 100

関金支所 　　　　44 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める

施設管理 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

維持管理費 施設管理費 管理費

本年度予算額
（千円）

県 地方債 その他

9,067 10

予算額の
財源内訳

事業の目的・意図

温泉配湯施設の管理及び修繕・改良を行うもの

事業の概要（積算根拠　等）

【温泉施設の現況】
・稼働中の源泉…７源泉(温泉配湯所による集中管理)
・関金温泉全体の汲上量…210ℓ/分
【配湯先状況】
・13施設、194ℓ/分
【歳出】
 9節　普通旅費　　　　　　　　　　　　　　　4千円
11節　消耗品　滅菌用薬品等　            　100千円
　　　光熱水費(温泉揚送湯ポンプ電気代)　2,385千円
　　  修繕料(源泉・配湯所補修)    　　　2,000千円
12節　電話郵送料  　　　　　　　　　　　　 42千円
　　　水質検査手数料　　　　　　　　　　　152千円
13節　温泉揚送湯ポンプ設備維持管理業務　　308千円
16節　原材料費（施設補修用）　　　　　　　200千円
18節　備品購入費（10号源泉予備ポンプ）　1,016千円
25節　積立金(積立基金積立金)      　　　2,860千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】基金利子等　10千円

関金支所 　　　　44 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める

施設管理 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

本年度予算額
（千円）

県 地方債 その他

100

事業の目的・意図

予算額の
財源内訳

温泉配湯事業特別会計の健全な運営を図るもの

事業の概要（積算根拠　等）

想定外の予算執行に対応するための経費
予備費　100千円

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　48>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

住宅資金貸付 歳出 1 1 1 1 人権局 住宅資金貸付償還推進助成 1 1,241 0

〃 〃 2 1 － － 人権局 公債費（元金、利子） 1 14,278 0

〃 〃 3 1 1 1 人権局 予備費 2 38,218 0

合計 53,737 0

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　49>>



担 当 課 施 策

事 業 名 56

会計・予算科目 会計 住宅資金貸付 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,451 0

担 当 課 施 策

事 業 名 56

会計・予算科目 会計 住宅資金貸付 款 2 項 1 目

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

18,783 0

人権局 15 だれもが認め合い、理解し合い、協力し合える人権尊重のまちづくりを進める

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

住宅資金貸付事業費 住宅資金貸付事業費 住宅資金貸付事業費

住宅資金貸付償還推進助成

【県】　　住宅新築資金等貸付助成事業費補助金　　463千円
【その他】前年度繰越金　　　　　　　　　　　　  778千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,241 463 778

事業の目的・意図

貸付金の管理・回収業務、起債の償還業務等を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

貸付は平成8年度で終了。
収納管理、納付書発送、督促・催告等。
 9節　研修旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　 49千円
11節　事務用消耗品、公用車ガソリン代、修繕費等　354千円
12節　住宅資金貸付対象物件競売申立予納金等　　  550千円
14節　複写機借上料　　　　　　　　　　　　　    288千円

主な特定財源（名称、金額　等）

人権局 　　　　15 だれもが認め合い、理解し合い、協力し合える人権尊重のまちづくりを進める

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

公債費 公債費

公債費（元金、利子）

【その他】住宅貸付金元金収入        　　13,460千円
　　　　　住宅貸付金利子収入　　　　 　    818千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

14,278 14,278

事業の目的・意図

　住宅資金貸付金の原資として平成8年度までに借り入れた市債の償還を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

23節　償還金利子及び割引料
　平成30年度通常償還元金　 　13,460千円
　平成30年度通常償還利子　　　  818千円

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　50>>



担 当 課 施 策

事 業 名 56

会計・予算科目 会計 住宅資金貸付 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

43,378 0

【その他】住宅貸付金元金収入　    　　 　　 1,641千円
          住宅貸付金利子収入　　　　　　　  　857千円
          前年度繰越金　　　　　 　　　　　35,720千円

事業の目的・意図

　予見できない歳出不足に備えた経費。

事業の概要（積算根拠　等）

29節　歳入予算53,737千円 - 歳出予算15,519千円 = 38,218千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

38,218 38,218

人権局 　　　　15 だれもが認め合い、理解し合い、協力し合える人権尊重のまちづくりを進める

予備費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

2

<<通番号　51>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

土地取得 歳出 1 1 1 1 財政課 土地取得 1 20,000 0

〃 〃 2 1 1 1 財政課 繰出金 1 16,007 0

合計 36,007 0

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　52>>



担 当 課 施 策

事 業 名 62

会計・予算科目 会計 土地取得 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

20,000 0

担 当 課 施 策

事 業 名 62

会計・予算科目 会計 土地取得 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

16,007 0

財政課 　　　　43 安定的に自主財源を確保する

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

土地取得事業費 土地取得事業費 事業費

土地取得

【その他】土地開発基金繰入金　20,000千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

20,000 20,000

事業の目的・意図

　公共の利益のため、土地開発基金により土地を先行取得するもの。
　土地開発基金は、公用又は公共用に供する土地、公共の利益のために取得する必要のある土地等をあらかじめ
取得することにより、事業の円滑な執行を図るため設置された基金である。

事業の概要（積算根拠　等）

・土地購入費　15,000千円
・補償金　　　 5,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　43 安定的に自主財源を確保する

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

諸支出金 繰出金 繰出金

繰出金

【その他】土地売払収入　　　16,000千円
【その他】土地開発基金利子　　　 7千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

16,007 16,007

事業の目的・意図

　土地開発基金が保有する土地の売払収入及び現金の運用利子を土地開発基金へ繰り出すもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・土地開発基金へ繰出　16,007千円

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　53>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

下水道 歳出 1 1 - - 職員課 人件費（一般職） 1 70,040 0

合計 70,040 0

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　54>>



担 当 課 施 策

事 業 名 68

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

70,339 0

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

70,040 70,040

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

02節　給料　　　　　37,196千円
03節　職員手当等　　20,363千円
04節　共済費　　　　12,481千円

主な特定財源（名称、金額　等）

職員課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費

人件費（一般職）

1

<<通番号　55>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

下水道 歳出 1 1 1 - 下水道課 汚水維持管理・特定環境保全公共下水道汚水維持管理業務 1 660,658 6,135

〃 〃 1 1 1 3 下水道課 水洗便所等普及業務 1 102 0

〃 〃 1 1 1 - 下水道課 水質規制等・特定環境保全公共下水道水質規制等業務 2 1,261 0

〃 〃 1 1 1 5 下水道課 水洗便所改造資金貸付業務 2 10,041 0

〃 〃 1 1 1 6 下水道課 雨水維持管理業務 3 17,534 0

〃 〃 1 1 1 - 下水道課 受益者負担金徴収・特定環境保全公共下水道受益者負担金徴収業務 3 1,429 0

〃 〃 1 1 1 8 下水道課 受託工事 4 800 0

〃 〃 1 1 1 13 下水道課 一般管理業務 4 248 0

〃 〃 1 1 1 - 下水道課 公営企業会計移行･特環公共下水道公営企業会計移行業務 5 10,115 0

〃 〃 1 1 2 2 下水道課 汚水補助事業 5 90,590 0

〃 〃 1 1 2 3 下水道課 汚水単独事業 6 60,600 0

〃 〃 1 1 2 4 下水道課 雨水単独事業 6 3,100 0

〃 〃 1 1 2 - 下水道課 流域下水道・特定環境保全公共下水道流域下水道事業 7 73,311 0

〃 〃 1 1 2 6 下水道課 特定環境保全公共下水道汚水単独事業 7 1,000 0

〃 〃 1 1 2 8 下水道課 建設事業（一般） 8 2,177 0

〃 〃 1 1 2 9 下水道課 特定環境保全公共下水道汚水補助事業 8 22,900 0

〃 〃 1 1 2 10 下水道課 雨水補助事業 9 78,000 0

〃 〃 2 1 - - 下水道課 公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業公債費（元金及び利子） 9 1,629,379 0

〃 〃 3 1 1 1 下水道課 予備費 10 1,000 0

合計 2,664,245 6,135

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　56>>



担 当 課 施 策

事 業 名 68

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

535,817 6,135

担 当 課 施 策

事 業 名 68

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

103 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 管理費

汚水維持管理・特定環境保全公共下水道汚水維持管理業務

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 管理費

水洗便所等普及業務

【その他】公共下水道使用料　494,859 千円　　  特定環境保全公共下水道使用料　44,823 千円
          一般会計繰入金　  114,840 千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

660,658 654,523

事業の目的・意図

　公共下水道区域及び特定環境保全公共下水道区域の汚水を速やかに流域下水道へ排除するための安全運営を確
保するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　使用料の賦課徴収
　管路施設の修繕及び機能維持
　　　　　　　　       　　   （公共下水道事業）（特定環境保全公共下水道事業）
　 ・嘱託徴収員報酬　　　　 　　　1,782 千円　               18 千円
　 ・光熱水費　　　　　　　　　 　3,106 千円　              961 千円
　 ・修繕料　　　　　　　　　 　　7,350 千円　            2,080 千円
　 ・ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ管理委託料　　　　   900 千円　              300 千円
　 ・管渠・人孔調査【震災関連】 114,840 千円　               －
　 ・流域下水道維持管理負担金　 401,600 千円　           30,774 千円
　 ・徴収負担金　　　　　　　 　 33,631 千円　            2,391 千円
　 ・消費税及び地方消費税　　  　48,964 千円 　           7,801 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】公共下水道使用料　44 千円
          一般会計繰入金　　51 千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

102 102

事業の目的・意図

　下水道施設への接続率向上を図るため、その啓発を行うもの

事業の概要（積算根拠　等）

　
　下水道未接続者に対して行う接続啓発に係る消耗品費・郵送料等
　
   ・消耗品費　　30 千円
　 ・印刷製本費　41 千円
　 ・通信運搬費　31 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

1
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担 当 課 施 策

事 業 名 69

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,261 0

担 当 課 施 策

事 業 名 69

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

28,132 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

水質規制等・特定環境保全公共下水道水質規制等業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,261 1,261

【その他】一般会計繰入金　1,261 千円

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

水洗便所改造資金貸付業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

　公共下水道区域及び特定環境保全公共下水道区域内施設の機能を保持するため、悪質水質を監視するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　特定事業場(公共区域：11事業場、特環区域：1事業場)の水質分析委託

　  　　　　　　        （公共下水道事業）（特定環境保全公共下水道事業）
   ・水質分析業務委託料   　 1,188 千円 　    　　　  　73 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

下水道費 下水道費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

10,041 10,041

【その他】貸付金元利収入　10,000 千円

事業の目的・意図

　公共下水道区域における排水設備工事の促進を図るための経済的支援措置を行うもの

事業の概要（積算根拠　等）

　排水設備工事費の一部について無利子又は年利3％での融資斡旋。
　貸付金を金融機関に預託して実施。
　※供用開始の日から3年以内は無利子、3年超～15年以内は有利子（年3％）

　 ・無利子貸付 　　  9,000 千円
　 ・有利子貸付 　　　1,000 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

2
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担 当 課 施 策

事 業 名 68

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

20,534 0

担 当 課 施 策

事 業 名 68

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

13,497 0

下水道課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

雨水維持管理業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

17,534 17,534

【その他】一般会計繰入金　17,505 千円

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

受益者負担金徴収・特定環境保全公共下水道受益者負担金徴収業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

　雨水による浸水の防止を図るため、各施設・設備の管理を行うもの

事業の概要（積算根拠　等）

　
　雨水管路施設、ポンプ場機器の維持管理
　 ・光熱水費　　2,434 千円
　 ・修繕料　　　2,695 千円
　 ・通信運搬費　　836 千円
　 ・上井雨水排水ﾎﾟﾝﾌﾟ場維持管理業務外委託料　10,538 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

下水道費 下水道費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,429 1,429

【その他】公共下水道使用料　1,237 千円
          特定環境保全公共下水道使用料  191 千円

事業の目的・意図

　負担の公平化を図るため、公共下水道事業費及び特定環境保全公共下水道建設事業費の一部を賦課徴収するも
の

事業の概要（積算根拠　等）

　
　　　　　　　　　　　　　　（公共下水道事業）（特定環境保全公共下水道事業）
　 ・受益者負担金前納報奨金  　　 739 千円　　 　　　　 　12 千円
　 ・負担金ｼｽﾃﾑｸﾗｳﾄﾞ使用料　　　  175 千円               175 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

3

<<通番号　59>>



担 当 課 施 策

事 業 名 69

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

800 0

担 当 課 施 策

事 業 名 69

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

246 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

受託工事 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

800 800

【その他】受託工事収入　　700 千円
　　　　　一般会計繰入金　100 千円

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

一般管理業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

　他事業執行に伴う下水道施設の移転工事を行うもの

事業の概要（積算根拠　等）

　 ・測量設計委託料　100 千円
　 ・受託工事請負費　700 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

下水道費 下水道費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

248 248

【その他】公共下水道使用料　248 千円

事業の目的・意図

  日本下水道協会の運営に参画し、先進地視察、講習及び研修への参加等職員の資質向上を図るもの

事業の概要（積算根拠　等）

　 ・下水道協会負担金　190 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

4
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担 当 課 施 策

事 業 名 69

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

17,650 0

担 当 課 施 策

事 業 名 70

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

87,000 44,000 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

公営企業会計移行･特環公共下水道公営企業会計移行業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

10,115 10,000 115

【地方債】下水道事業債　10,000 千円
　　　　 （事業費 10,115 － その他財源 115）× 充当率100％

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

汚水補助事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

　公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業における経営の健全化、財務状況の明確化及び下水道施設の
効率的な維持管理を図るため、官庁会計から公営企業会計へ移行し安定的な事業運営を目指すもの

事業の概要（積算根拠　等）

　固定資産台帳の整備、会計システム構築、移行支援等の委託
　
　　　　　　　　　　　　　　　 　（公共下水道事業）　（特定環境保全公共下水道事業）
　 ・公営企業会計移行業務委託料 　 　 9,157 千円　　　　　　　　 958 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

90,590 31,600 14,990

【国】 　 社会資本整備総合交付金、防災・安全社会資本整備交付金（1/2） 44,000 千円
【地方債】下水道事業債　31,600 千円
　　　　　（事業費 90,590 － 国 44,000 － その他財源 14,990）× 充当率100％
【その他】公共下水道事業受益者負担金　3,490 千円
　　　　　一般会計繰入金　11,500 千円

事業の目的・意図

  公共下水道計画区域内の管路施設を整備するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　補助対象管渠布設工事・測量設計及び調査委託・物件移転補償
　※国交付率50％　社会資本整備総合交付金、防災・安全社会資本整備交付金

　・測量設計等委託料　 35,000 千円
　　上井、倉吉第1処理分区測量設計
    ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画策定

　・整備工事費　 51,000 千円
　　上井、西郷、上灘、社地区等管渠整備工事（420ｍ）
　　舗装復旧工事（1,500㎡）

主な特定財源（名称、金額　等）

5
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担 当 課 施 策

事 業 名 70

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

58,614 0

担 当 課 施 策

事 業 名 70

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

11,300 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

汚水単独事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

60,600 57,500 3,100

【地方債】下水道事業債　57,500 千円
　　　　（事業費 60,600 － その他財源 3,100）× 充当率100％
【その他】公共下水道事業受益者負担金　3,100 千円

下水道課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

雨水単独事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

  公共下水道計画区域内の管路施設を整備するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　補助対象事業以外の管路施設工事・測量設計及び調査委託・物件移転補償

　 ・測量設計委託料 　6,000 千円
　　 上井、倉吉第1処理分区測量設計

　 ・整備工事費　 50,000 千円
　　 上井地区、上灘地区、社地区管渠整備工事（320ｍ）
     舗装復旧工事（400㎡）

主な特定財源（名称、金額　等）

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,100 3,100

【地方債】下水道事業債　3,100 千円
        （事業費 3,100 ）× 充当率100％

事業の目的・意図

　雨水による浸水を防止するため、公共下水道計画区域内の雨水排除施設を整備するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　補助対象事業以外の施設整備

　・雨水排水路整備工事費　 3,000 千円
　　上井地区（45ｍ）

主な特定財源（名称、金額　等）
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担 当 課 施 策

事 業 名 71

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

70,415 0

担 当 課 施 策

事 業 名 71

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,000 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

流域下水道・特定環境保全公共下水道流域下水道事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

73,311 68,100 5,211

【地方債】下水道事業債　68,100 千円
 　　　 （事業費 73,311 － その他財源 5,211）× 充当率100％
【その他】一般会計繰入金  5,211 千円

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

特定環境保全公共下水道汚水単独事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

  流域下水道建設事業における地元負担金を支払うもの

事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　（公共下水道事業）　（特定環境保全公共下水道事業）
　 ・流域下水道地元負担金   　　66,432 千円　　　　　　　　6,879 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,000 900 100

【地方債】下水道事業債　900 千円
　　　　　（事業費 1,000 － その他財源 100）× 充当率100％
【その他】一般会計繰入金　50 千円
　　　　　特定環境保全公共下水道事業受益者負担金　50 千円

事業の目的・意図

  特定環境保全公共下水道計画区域内の管路施設を整備するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　 ・整備工事費（汚水桝設置工事）　1,000 千円

主な特定財源（名称、金額　等）
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担 当 課 施 策

事 業 名 70

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

2,136 0

担 当 課 施 策

事 業 名 70

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

10,000 11,000 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

建設事業（一般） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,177 2,177

【その他】一般会計繰入金　2,177 千円

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

特定環境保全公共下水道汚水補助事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

　下水道建設事業の円滑な運営を図るもの

事業の概要（積算根拠　等）

　・嘱託職員報酬（土木設計監理）　1,876 千円
　・嘱託職員共済費 　301 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

22,900 10,400 1,500

【国】　　防災・安全社会資本整備交付金（1/2）　11,000 千円
【地方債】下水道事業債　10,400 千円
　　　　　（事業費 22,900 － 国 11,000 － その他財源 1,500）× 充当率100％
【その他】一般会計繰入金　1,500 千円

事業の目的・意図

  特定環境保全公共下水道計画区域内の管路施設を整備するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　
 補助対象区域における設備更新及び計画策定
　※国交付率50％　防災・安全社会資本整備交付金

　・測量設計等委託料　 3,000 千円
    ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画策定

　・整備工事費　 19,000 千円
　  ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ電気設備更新

主な特定財源（名称、金額　等）
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担 当 課 施 策

事 業 名 70

会計・予算科目 会計 下水道 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

195,200 39,000 0

担 当 課 施 策

事 業 名 71

会計・予算科目 会計 下水道 款 2 項 1 目

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,722,920 0

下水道課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

雨水補助事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

下水道費 下水道費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

78,000 39,000

【国】　　防災・安全社会資本整備交付金（1/2） 39,000 千円
【地方債】下水道事業債　39,000 千円
　　　　（事業費 78,000 － 国 39,000 ）× 充当率100％

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業公債費（元金及び利子） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

　雨水による浸水を防止するため、公共下水道計画区域内の雨水排除施設を整備するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　雨水管路施設の建設・改良工事
　※国交付率50％　防災・安全社会資本整備交付金

   ・雨水排水ポンプ場長寿命化事業委託料   55,000 千円
 　・測量設計委託料　 23,000 千円
　　 成徳、小鴨地区

主な特定財源（名称、金額　等）

公債費 公債費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,629,379 411,500 1,217,879

【地方債】下水道事業債  411,500 千円
【その他】使用料収入（公共・特環） 269,866 千円　　　受益者負担金（公共・特環） 9,322 千円
　　　　  一般会計繰入金　938,690 千円

事業の目的・意図

  公共・特定環境保全公共下水道整備のために行う借入金に係る元金及び利子を償還するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　 （公共下水道事業）　（特定環境保全公共下水道事業）
　・元金償還金　 　1,212,242 千円　　　　　　　126,696 千円
　・利子償還金　 　　266,481 千円　　　　　　　 23,960 千円

主な特定財源（名称、金額　等）
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担 当 課 施 策

事 業 名 71

会計・予算科目 会計 下水道 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,000 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予備費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,000 1,000

【その他】一般会計繰入金　1,000 千円

事業の目的・意図

  想定外の予算執行に対応するためのもの

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）
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<<通番号　66>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

駐車場 歳出 1 1 1 1 財政課 駐車場（新町） 1 15,987 0

〃 〃 2 1 1 1 財政課 予備費 1 200 1

合計 16,187 1

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　67>>



担 当 課 施 策

事 業 名 81

会計・予算科目 会計 駐車場 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

6,580 0

担 当 課 施 策

事 業 名 81

会計・予算科目 会計 駐車場 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

200 1

【その他】駐車場使用料（定期）199千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

200 199

事業の目的・意図

　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、予備費を計上するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・予備費　200千円

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 【戦略】28 にぎわいのあるまちなかを再生する

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

予備費

【その他】駐車場使用料（一般）520千円　同（定期）5,873千円　一般会計繰入金9,592千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

15,987 15,987

事業の目的・意図

　新町駐車場の管理運営及び経年劣化に伴う施設の修繕を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・需用費　　　　530千円　消耗品ほか
・手数料　　　　299千円　駐車場入出庫システム保守点検
・委託料　　　　250千円　全日警備
・機械借上料　　153千円　入出庫システムリース料
・工事請負費 14,755千円　定期駐車場塗装改修工事

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 【戦略】28 にぎわいのあるまちなかを再生する

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

駐車場費 駐車場費 駐車場費

駐車場（新町）

1

<<通番号　68>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

集落排水 歳出 1 1 1 1 下水道課 農業集落排水管理業務 1 17,055 0

〃 〃 1 1 1 2 下水道課 農業集落排水処理施設維持管理業務 1 80,541 0

〃 〃 1 1 1 3 下水道課 農業集落排水管路施設維持管理業務 2 19,627 0

〃 〃 1 1 1 5 下水道課 林業集落排水維持管理業務 2 956 0

〃 〃 1 1 1 - 下水道課 農業・林業集落排水公営企業会計移行業務 3 7,271 0

〃 〃 1 1 2 5 下水道課 機能強化事業（補助） 3 49,000 0

〃 〃 1 1 2 6 下水道課 機能強化事業（単独） 4 1,890 0

〃 〃 2 1 - - 下水道課 農業・林業集落排水事業公債費（元金及び利子） 4 452,602 0

合計 628,942 0

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　69>>



担 当 課 施 策

事 業 名 87

会計・予算科目 会計 集落排水 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

14,700 0

担 当 課 施 策

事 業 名 87

会計・予算科目 会計 集落排水 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

80,557 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

集落排水費 集落排水費 管理費

農業集落排水管理業務

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

集落排水費 集落排水費 管理費

農業集落排水処理施設維持管理業務

【その他】一般会計繰入金　 17,053 千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

17,055 17,055

事業の目的・意図

 集落排水事業の運営全般に係る事務及び使用料の賦課徴収等を行うもの

事業の概要（積算根拠　等）

　
　使用料の賦課徴収
　管路施設の修繕及び機能維持
　
　 ・需用費　814 千円
　 ・徴収負担金　  　5,612 千円
　 ・消費税及び地方消費税　9,736 千円
　

主な特定財源（名称、金額　等）

　【その他】農業集落排水施設使用料　 80,540 千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

80,541 80,541

事業の目的・意図

　農業集落排水処理施設を適正に維持管理することにより、施設処理排水の水質保全を図るもの

事業の概要（積算根拠　等）

　
　処理場及び管路施設の保守点検委託及び修繕
　
　・光熱水費　　　　19,404 千円（13箇所）
　・修繕料　　　　　 3,500 千円
　・通信費　 　　　　　772 千円（14箇所）
　・汚泥抜取　　　　25,238 千円（13箇所）
　・処理施設保守　　29,538 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　70>>



担 当 課 施 策

事 業 名 87

会計・予算科目 会計 集落排水 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

19,661 0

担 当 課 施 策

事 業 名 87

会計・予算科目 会計 集落排水 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,026 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

農業集落排水管路施設維持管理業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

集落排水費 集落排水費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

19,627 19,627

【その他】農業集落排水施設使用料　 8,348 千円
　　　　　一般会計繰入金   10,559 千円

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

林業集落排水維持管理業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

 農業集落排水管路施設を適正に維持管理することにより、汚水を速やかに処理場に排除するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　マンホール中継ポンプ場及び管路施設の保守点検委託及び修繕

　・光熱水費  　　  6,977 千円（152箇所）
　・修繕料　　  　　3,500 千円
　・通信費　　 　 　2,744 千円
　・ポンプ点検　　　4,800 千円（152箇所）

主な特定財源（名称、金額　等）

集落排水費 集落排水費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

956 956

【その他】林業集落排水施設使用料　 325 千円
　　　　　一般会計繰入金   631 千円

事業の目的・意図

 林業集落排水処理場及び管路施設の適正な保守管理により、施設処理排水の水質保全を図るもの

事業の概要（積算根拠　等）

　使用料の賦課徴収
　処理場及び管路施設の保守点検委託及び修繕
　
　・光熱水費　 　　　71 千円
　・修繕料　　　　　100 千円
　・汚泥抜取　 　 　326 千円
　・処理施設保守　　346 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

2

<<通番号　71>>



担 当 課 施 策

事 業 名 87

会計・予算科目 会計 集落排水 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

13,023 0

担 当 課 施 策

事 業 名 88

会計・予算科目 会計 集落排水 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

農業・林業集落排水公営企業会計移行業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

集落排水費 集落排水費 管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

7,271 7,200 71

【地方債】下水道事業債　 7,200 千円
　　　　 （事業費 7,271 － その他財源 71）× 充当率100％

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

機能強化事業（補助） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

 農業集落排水事業における経営の健全化、財政状況の明確化及び処理施設の効率的な維持管理を図るため、官
庁会計から公営企業会計へ移行し安定的な事業運営を目指すもの

事業の概要（積算根拠　等）

　固定資産台帳の整備、会計システム構築、移行支援等の委託
　
　　　　　　　　　　　　　　　　 （農業集落排水事業）　（林業集落排水事業）
　　・公営企業会計移行業務委託料　　　6,757 千円　　　　　　 514 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

集落排水費 集落排水費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

49,000 24,000 25,000

【県】　  　農業集落排水事業費補助金（1/2） 24,000 千円
【地方債】　下水道事業債　 25,000 千円
　　　　　　（事業費 49,000 － 県 24,000 ）× 充当率100％

事業の目的・意図

 処理施設の老朽化に伴い、全ての施設を総合的に機能診断し、保全に最適な整備時期等を概定し、緊急度・重
要度・予算等の平準化等を考慮した整備計画を策定して設備を更新し、今後のライフサイクルコストの縮減を図
るもの

事業の概要（積算根拠　等）

　汚水処理施設老朽化に伴い実施する設備更新
　（松河原、明高、山守地区の機械・電気設備及び非常通報装置）
　
　・工事請負費　44,000 千円
　・設計委託料　 4,000 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

3

<<通番号　72>>



担 当 課 施 策

事 業 名 88

会計・予算科目 会計 集落排水 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,200 0

担 当 課 施 策

事 業 名 88

会計・予算科目 会計 集落排水 款 2 項 1 目

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

461,747 0

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

機能強化事業（単独） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

集落排水費 集落排水費 建設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,890 1,890

　【その他】一般会計繰入金　 1,890 千円

下水道課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

農業・林業集落排水事業公債費（元金及び利子） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

 処理施設の老朽化に伴い、全ての施設を総合的に機能診断し、保全に最適な整備時期等を概定し、緊急度・重
要度・予算等の平準化等を考慮した整備計画を策定して設備を更新し、今後のライフサイクルコストの縮減を図
るもの

事業の概要（積算根拠　等）

　
　長寿命化計画概要書の作成（中野、志村地区）
　
　・委託料    1,890 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【地方債】下水道事業債  　133,000 千円
【その他】一般会計繰入金  319,580 千円

事業の目的・意図

 農業・林業集落排水施設整備のために行う借入金に係る元金及び利子を償還するもの

事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　 （農業集落排水事業）　（林業集落排水道事業）
　・元金償還金   　366,421 千円　　　　　　　1,272 千円
　・利子償還金　　　84,680 千円　　　　　　　  229 千円

主な特定財源（名称、金額　等）

公債費 公債費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

452,602 133,000 319,602

4

<<通番号　73>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

高城財産区 歳出 1 1 1 1 財政課 財産管理 1 6,340 0

〃 〃 1 1 2 1 財政課 財政調整基金積立金 1 13 0

〃 〃 2 1 1 1 財政課 予備費 2 50 1

合計 6,403 1

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　74>>



担 当 課 施 策

事 業 名 95

会計・予算科目 会計 高城財産区 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

11,666 0

担 当 課 施 策

事 業 名 95

会計・予算科目 会計 高城財産区 款 1 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

14 0

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 財産管理費

財産管理

【その他】造林事業費負担金　3,552千円
　　　　　財政調整基金（高城財産区）繰入金　2,788千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

6,340 6,340

事業の目的・意図

　財産区有の財産の価値を高めるため、財産の管理及び財産区管理会の事務を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・報酬　　　342千円　委員報酬（７人）
・共済費　　 31千円
・賃金　　　504千円　立木調査、作業道除草
・報償費　　270千円
・旅費　　　 ９千円
・交際費　　 60千円
・需用費　1,340千円　造林道の修繕等
・役務費　　 13千円
・委託料　3,552千円　森林整備センター造林事業分
・負担金　　 69千円　鳥取県水源林造林協議会負担金
・補助金　　150千円　高城財産区管理費補助金

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 財政調整基金費

財政調整基金積立金

【その他】財政調整基金（高城財産区）利子 　13千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

13 13

事業の目的・意図

　高城財産区基金の設置、管理及び処分に関する条例第２条の規定に基づき、高城財産区基金で生じた利息を同
基金に積み立てるもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・財政調整基金積立金　13千円　基金利子分

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　75>>



担 当 課 施 策

事 業 名 95

会計・予算科目 会計 高城財産区 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

50 1

【その他】財政調整基金（高城財産区）繰入金　49千円

事業の目的・意図

　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、予備費を計上するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・予備費　50千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

50 49

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予備費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

2

<<通番号　76>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

小鴨財産区 歳出 1 1 1 1 財政課 財産管理 1 1,513 11

〃 〃 2 1 1 1 財政課 予備費 1 1,187 1,187

合計 2,700 1,198

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　77>>



担 当 課 施 策

事 業 名 100

会計・予算科目 会計 小鴨財産区 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,536 11

担 当 課 施 策

事 業 名 100

会計・予算科目 会計 小鴨財産区 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,065 1,187

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,187

事業の目的・意図

　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、予備費を計上するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・予備費　1,187千円

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

予備費

【その他】造林事業費負担金　1,501千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,513 1,502

事業の目的・意図

　財産区有の財産（山林等）の価値を高めるため、除伐・間伐等の造林事業、財産管理及び財産区管理会の事務
を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・消耗品費　　　 ２千円
・造林委託料　1,501千円　森林整備センター造林事業分
・負担金　　　　 10千円

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 財産管理費

財産管理

1

<<通番号　78>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

北谷財産区 歳出 1 1 1 1 財政課 財産管理 1 1 0

〃 〃 2 1 1 1 財政課 予備費 1 786 786

合計 787 786

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　79>>



担 当 課 施 策

事 業 名 104

会計・予算科目 会計 北谷財産区 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1 0

担 当 課 施 策

事 業 名 104

会計・予算科目 会計 北谷財産区 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

786 786

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

786

事業の目的・意図

　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、予備費を計上するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・予備費　786千円

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

予備費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1 1

事業の目的・意図

　財産区を効率的に運営するため、区有財産（山林等）の管理及び財産区管理会の事務を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・消耗品費　１千円

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 財産管理費

財産管理

1

<<通番号　80>>



（単位：千円）

会計名 歳入歳出 款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

上北条財産区 歳出 1 1 1 1 財政課 財産管理 1 114 0

〃 〃 2 1 1 1 財政課 繰出金 1 1,300 1,300

〃 〃 3 1 1 1 財政課 予備費 2 15,444 15,432

合計 16,858 16,732

平 成 30 年 度 予 算 事 業 一 覧 表

<<通番号　81>>



担 当 課 施 策

事 業 名 108

会計・予算科目 会計 上北条財産区 款 1 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

18 0

担 当 課 施 策

事 業 名 108

会計・予算科目 会計 上北条財産区 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

990 1,300

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 財産管理費

財産管理

【その他】土地貸付収入　114千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

114 114

事業の目的・意図

　区有財産（山林等）の価値を高めるため、土地の貸付けその他の財産の管理及び財産区管理会の事務を行うも
の。

事業の概要（積算根拠　等）

・報酬　　　　３千円　非常勤職員（書記）
・労務賃金　　96千円　境界立会６千円×２人×８集落
・食糧費　　　10千円　会議用茶菓等
・印刷製本費　５千円

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

諸支出金 繰出金 繰出金

繰出金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,300

事業の目的・意図

　上北条地区の自治活動の振興と負担軽減を図るために一般会計が交付する上北条地域振興交付金の原資を上北
条財産区特別会計から一般会計に繰り出すもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・一般会計へ繰出　1,300千円

主な特定財源（名称、金額　等）

1

<<通番号　82>>



担 当 課 施 策

事 業 名 108

会計・予算科目 会計 上北条財産区 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

16,772 15,432

【その他】土地貸付収入　７千円
　　　　　　　預金利子　５千円

事業の目的・意図

　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、予備費を計上するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・予備費　15,444千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

15,444 12

財政課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

予備費 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

予備費 予備費 予備費

2
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